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○山井委員 三十五分間質問をさせていただきます。どうかよろしくお願いします。 

 質問通告は休業支援金の拡充と一人親家庭への支援についてさせていただいておりますが、この間コロナが急

増しておりますので、そのことについて前半お聞きをしたいと思っております。 

 まず、何よりも、経済にとっても暮らしにとっても私たちにとって今最大の課題は、第三波をいかに防ぐかと

いうことだと思います。 

 ところが、私も、基本的に、ＧｏＴｏトラベル、ＧｏＴｏイートは地域経済のために必要だと思っております。

しかし、問題は、感染拡大地域においてＧｏＴｏトラベルやＧｏＴｏイートは感染爆発につながってしまうので

はないかという懸念だと思うんです。 

 そこで、田村大臣にお伺いしたいんですが、第三波を防ぐという私たちの目的において、感染拡大地域におい

てはやはりＧｏＴｏトラベル、ＧｏＴｏイートは一定抑制していかねばならない、こういう考え方はいかがでし

ょうか。 

○田村国務大臣 先ほどもお話がございましたけれども、政府の方で四段階のステージを、一応指標を示させて

いただきながらお示しをいたしております。もちろん、この中でそれぞれの項目をどれだけオーバーしたかとい

うことも含めて、最終的に判断されるのは各都道府県ということになります、どのステージに位置するか。 

 今ほど来もお話がありましたが、第３ステージになったらばＧｏＴｏトラベルに関しては抑制することを考え

た方がいいのではないかというのを分科会から御提言いただいております。まだ政府としてこれは決めているわ

けではありません。 

 一方で、そういうことも踏まえながら、各都道府県がどういうステージであるか。例えば北海道がこの間言わ

れたのは、あれは独自のステージなので、政府が示しているものとはちょっと違いますので、そこはちょっと勘

違いしていただきたくないんですけれども、それぞれ各都道府県の御判断でステージを示される場合に、当然、

そのような提言もあるわけでありますから、政府との間でいろいろな話があるのであろうというふうに推測はい

たしております。 

 いずれにいたしましても、やはり、各都道府県、各自治体の話をしっかりと聞かせていただきながら、感染を防

いでいくためにどういうような形がいいのか、今、現状、ヨーロッパほどではないですけれども、しかし、日本も

一日に国内で一千人を超えてくる新規感染者が出てきておりますから、我々としては、感染の拡大を何としても

防いでいかなきゃならないというふうに考えております。 

○山井委員 念のために申し上げますが、私も地域経済のためにＧｏＴｏトラベル、ＧｏＴｏイートは必要だと

思うんです。しかし、アクセルとブレーキを両方踏む結果、結局、感染爆発になったら地域経済はますます疲弊し

て失業、倒産がふえるというのはこれも一つの問題点でありますから、そういう意味で私も申し上げております。 

 今、ステージ３の話がありましたが、例えば北海道、こちらにございますが、国が定めた指標七つのうち四つ、

病床全体の充足率、療養者数、新規報告者数、前週比においては七つの指標のうち四つがもうステージ３を超え

ております。残り三つ、感染経路不明、ＰＣＲ陽性率はもうほとんどステージ３に近づいておりまして、あと、重

症用のベッドがどれだけ逼迫しているかというところがまだ少し余裕があるんですけれども。 

 ということは、これから北海道が、この残りの三つですね、国の定めた指標の重症用ベッドの逼迫率、ＰＣＲ陽

性率、感染経路不明、この三つがまだステージ３以下なんですけれども、ここが上回った場合にはＧｏＴｏトラ

ベルの北海道除外も検討になるという理解でよろしいですか。 

○田村国務大臣 まず、ＧｏＴｏトラベル、ＧｏＴｏイート等々、ＧｏＴｏキャンペーンが、それ自体が感染拡大

を引き起こしておるという認識ではありませんでして、しっかり感染防止策をとっていただかずにそういうよう

なことをしていただく中において感染が広がってきているという実態があるというふうに認識いたしております。 

 いずれにいたしましても、ただいまの質問に対しては、これは一義的に、幾つこの数値を、指標を超えたからす

ぐに第３ステージということではなくて、各都道府県で御判断されることになってくると思います。そのプロセ

スにおいて、今言われたＧｏＴｏキャンペーンをどうするかというのは、当然いろいろな話合いの中には出てく



るんだろうというふうには思います。 

○山井委員 これは、どこの地域であれ、感染爆発しつつある地域をそのままＧｏＴｏキャンペーンをやったら、

そこから感染が拡大するリスクというのは当然ありますし、例えばイギリスでは、報道によりますと、ＧｏＴｏ

イートが一つの感染拡大のきっかけになったのではないか、そういう報道もイギリスでは出てきております。 

 ついては、先ほど長妻委員の質問にもありましたが、先ほどの話の中で、ＧｏＴｏイートキャンペーン開始後

の事業者を通じて、参加飲食店の従業員さんが感染を報告した人数は十五名で十一店舗、北海道においては四店

舗八名ということなんですね。 

 それで、私も、地域経済を回すという立場から、ＧｏＴｏイート、ＧｏＴｏトラベル、ぜひとも推進して地域経

済を立て直したいという基本的な立場であります。しかし、問題は、感染拡大しているときにＧｏＴｏキャンペ

ーンというのは大丈夫なのかという不安なんですね。 

 例えば、北海道では、今、感染拡大期に入っていまして、時短営業しているわけですね。時短営業しているさな

か、昨日、北海道では、ＧｏＴｏイートのクーポン券、食事券の販売が始まりまして、長蛇の列になったというこ

となんです。 

 一方では、約二百人、ホテル療養に入れなくて、感染された方が、ホテルに入るべき方が療養施設に入れなくて

自宅待機。一方では、それだけ感染拡大して療養、医療現場が逼迫しつつあるのに、ＧｏＴｏイートの食事券、ク

ーポン券を同じタイミングで発売する、これについては問題はないですか。 

○田村国務大臣 ＧｏＴｏイートは厚生労働省所管ではございませんので、それに関して厚生労働省がどうだと

いうことはなかなか申しづらいわけであります。 

 いずれにいたしましても、感染をしっかり防いでいただく対応をしていただきながら経済活動をやっていただ

く、これは両輪でございますので、感染をしっかりととめて、爆発的な感染をとめながら、一方で経済活動も動か

していきませんと、結果的に、新型コロナウイルス感染症では例えば感染しなくても、他の困窮において大変な

御不幸が生まれる、つまり貧困というような問題が生まれる、これも我々は防いでいかなきゃならぬわけであり

ますので、何とか両立できるように、最大限の感染防止。 

 ですから、今回、五つのアクションというものを分科会の方でお示しをいただきました。この中には、例えば、

事業者、職場もそうなんですが、そういう方々に再び、もう一度、ガイドライン等々、こういうものをしっかりお

守りをいただいて、例えばＧｏＴｏイートにしても、感染防止策をちゃんとやっていただきながら、また、それに

参加される一般の消費者の方々も感染防止策をやっていただきながら、そういうものに参加をいただいて経済も

動かしていただきたいというようなお願いをいたしておるような次第であります。 

○山井委員 私も、ぜひとも飲食店、旅館、ホテル、頑張っていただきたい、応援したい気持ちはやまやまです。 

 ただ、一つ反省をするならば、第二波のときに、歌舞伎町から始まったクラスターから全国に広がったんじゃ

ないかという、そういう議論もありました。今回もそんなことにはなってほしくないんですけれども、万が一、

今、北海道が一番心配ですから、すすきののクラスターが全国に広がって、全国に第三波ということになっては

絶対ならないと思うんですね。だから、そこが本当に難しいところだと思っております。 

 ついては、一つは、先ほど言ったように、北海道では療養のホテルがもう二百人も足りていないということだ

けではなくて、ＰＣＲ検査もなかなか追いつきにくいという話も聞いております。 

 そこで、今、二十万件検査と言っておられますが、実際、抗原の簡易キットも含んでいるわけでありまして、現

時点において、今、調べましたけれども、一日のＰＣＲ検査は七万九千件、約八万件という理解でよろしいです

か。 

○田村国務大臣 これも毎週ふえている状況で、大体一月に一万件ぐらい検査能力が、一日当たりですが、ふえ

てきております。おっしゃられるとおり、私が若干二、三日前に聞いた数字が七万九千四百件ぐらいでしたので、

場合によってはもう八万件にいっているかもわかりませんが、それぐらいの数字、ＰＣＲ検査、今、検査能力があ

るというふうに考えております。 

○山井委員 これから寒い冬が来てインフルエンザとの同時流行も心配される中で、現時点で八万件のＰＣＲ検

査ということで、ぜひとも目標値をつくって、例えば十一月末までには一日何件、十二月末までには一日何件と



いうことで、やはり第三波を何が何でも防ぐということを、具体的な数値目標を持ってＰＣＲ検査をして早期発

見、早期隔離というのはこれはもう世界の流れでありますから、ＰＣＲ検査も、今八万件というのはわかりまし

た、やはり数値目標を設けてもっと大幅に冬に向けてふやすべきだと考えますが、いかがですか。 

○田村国務大臣 そういう意味で、抗原検査キット、これを今、このシーズンに二千万回できるようにというこ

とで、メーカーとこういうような体制整備をお願いしております。 

 ＰＣＲ検査だけではなくて、例えば、今、空港では、ルミパルスと申しまして、抗原定量検査、これを主にして

整備しておりまして、今一日一万件やれる検査体制でありますが、これをもう今月中に二万件まで拡大してこよ

うと。ですから、ＰＣＲ検査だけではなくて、ありとあらゆるものをふやしていかなきゃならぬと思っておりま

す。 

 一方で、ＰＣＲ検査は、これは民間が今投資をしていただきながら進んでおります。毎月一万ぐらいずつふえ

てきているということは、やはりそれなりの需要があるから設備投資をいただいておるということだというふう

に思いますので、引き続き、国の方の助成制度もございますので、こういうものを活用しながら必要な件数をし

っかりと整備をいただきたいというふうに思っております。 

○山井委員 私はそこが不思議でならないんです。これだけ第三波が危険だ、それで各都道府県などにおいては

ＰＣＲ検査が追いつかないということが問題になっているにもかかわらず、旗振り役である厚生労働省がなぜ、

前向きな話だと思いますよ、ＰＣＲ検査の検査数、数値目標をつけて大幅にふやそう。これは与野党関係なく。な

ぜそれについて前向きな答弁が得られないのかが私は実はちょっと残念なんです。 

 例えば、今第三次補正も議論されていますが、私たちが思いますのは、第三次補正より前に、予備費七兆円を使

って第三波を阻止するための取組を今すぐやるべきじゃないかと思うんですよ。なぜ第三次補正になるのか、そ

こがさっぱりわからないんです。 

 田村大臣、第三波を阻止するために、第三次補正より前に、七兆円の予備費を使って、医療現場の支援、ＰＣＲ

検査の拡充、療養するホテルの確保、そして、休業されるお店とかが残念ながら出てくると思いますよ、感染がふ

えてきたら。そういう支援を、第三次補正より前に予備費を使ってＰＣＲ検査の拡充、医療現場への支援をやる

べきだと思いますが、いかがですか。 

○田村国務大臣 ＰＣＲ検査に関しては、私も大臣になる前に与野党、政府の連絡協議会のメンバーでありまし

た、そのころから比べると倍以上になってきつつあるということを考えますと、かなり進んできています。 

 ただ、ＰＣＲ検査だけでは対応できないというのは、やはり、インフルエンザを考えた場合に、医療現場でかな

り早く検査結果が出ないとどうその患者の方を対応していいかわからない、そういう問題があります。 

 抗原検査キットに関しましては比較的結果が出るのが早うございまして、そういうものでしっかり対応して、

医療現場でコロナなのかインフルエンザなのかという判断のもとでしっかりとした対応をお願いしたい。まずは

そこを全力を注いでくるということで、二千万件、平均すると一日二十万件というようなお話をさせていただい

ておるわけでありますが、今まで進めてまいりました。 

 それに対してはしっかりと、我々としても、ある意味、いろんな費用も準備して、予算も準備しながらやってき

ているわけでありまして、言われるとおり、しっかり感染拡大を防ぐためにいろんな対応を今やっている最中で

あります。 

○山井委員 いや、残念です。第三次補正予算は先じゃないですか。成立するのは来年の一月末とかでしょう、は

っきり言って。それから予算がついて、実際施策ができるのは二月とか三月じゃないですか。第三波はもう今来

ようとしているんですよね。 

 もう一回だけお願いしたいんですけれども、予備費を活用して第三波を防止する施策を厚生労働省としてやる

べきじゃないか、それと、一番精度が高いのはやはりＰＣＲ検査なんですから、ＰＣＲ検査の数値目標を決める

べきじゃないか。せめてその検討だけでもお答えください。 

○田村国務大臣 当然、ＰＣＲ検査が必要ということであれば、これは設備投資をしていただかなきゃならぬわ

けで、我々、決してＰＣＲ検査を否定しているわけでもないわけでありまして、使い勝手がそれぞれあると思い

ます。 



 ＰＣＲ検査がどれだけ早くなったといっても、やはり三時間、四時間かかりますから、そうなってくると、やは

り、医療現場でどちらかわからないという発熱患者にはなかなか対応しづらいという部分もあります。そういう

意味で検査キットの方もしっかりと整備しなきゃいけないということでやってまいったわけでありまして、ＰＣ

Ｒ検査も、必要である部分にはしっかりと投資をいただいて、その中において検査能力を更に強化をしてまいり

たいと思います。 

 一方で、今は行政検査だけでありますけれども、それぞれの民間で今ＰＣＲ検査をやっていただいております。

これに対しては、非常に費用が高いというようなお話もありますので、今回、データを公開するような仕組みを

つくりまして、そこで競争していただきながら価格を下げていただいて、いろいろな使い方の中で、ＰＣＲ検査、

これも利用いただこう。そうなってくれば、またＰＣＲ検査自体の供給もふえてまいるわけでございますから、

あらゆることをやりながら検査能力の拡大を図ってまいりたいというふうに思っております。 

○山井委員 いや、私、謎なんです。コロナ対策の七兆円の予備費が残っている。第三波が来ようとしている。第

三波が来たら、もう地域経済も大変なことになりますよ。にもかかわらず、お金があるのに対策をとろうとしな

い。私は、それは、別に田村大臣だけを責めるわけじゃありませんが、今の菅政権は、感染爆発を何としても防ぐ

と言いながら、やる気がないんじゃないかという気がするんです。 

 それで、そのことに関して、実は、非常に残念ですけれども、お金を、予備費を使いたくないということのよう

ですが、でも、議題はかわりますが、休業支援金、これは五千四百億円、既に第二次補正で予算がついているんで

す、休業手当がもらえない中小企業の労働者に対して。ところが、三百三十億円、六％しか給付されていないんで

す、六％。五千億円まだ残っているわけですよ、それこそ予備費や第三次補正をしなくても。 

 なぜこれだけ使い勝手が悪いのかということについて、私も数十人の相談に乗っておりますが、例えば、私の

地元の京都は学生さんの町なんですが、具体例を申し上げます。四ページ目ですね。 

 大学生Ａさん。ホテルで四年間アルバイト。ホテルから、休業支援金については休業じゃないと断られた。日々

雇用だ。要は、休業じゃないから休業支援金の対象になりませんと断られたわけですね。ところが、働いている人

からすると、ホテルの仕事が休みだから、いや、休業じゃないですかと。ところが、ホテルやお店は、いや、休業

じゃないんです、あなたは日々雇用だから求人していないだけなんですと。 

 ということで、田村大臣や長良課長も頑張っていただいて、十月三十日に新しいこのリーフレットをつくって

いただいたんですね。その中で、対象拡大、要件緩和で、具体的には、そういう不毛な議論を避けるために、ここ

に書いてありますように、六カ月以上の間、二のところですね、原則として月四日以上の勤務の事実が確認でき、

さらに、コロナの影響がなければ同様の勤務を続けていた意向が確認できたら、休業支援金の対象にしますと。

これは私は大きな前進だと思って感謝しています。 

 つまり、休業とサインしてもらわなくてもいい、休業と言わなくても、コロナがなかったら仕事はありました

よねというだけの確認でいいと。半年間働いていて、月四日、これは多くの非正規の人は当てはまりますよ。コロ

ナの前、半年、月四日、かなり低いハードル。それに、恐らくほとんどの人は、コロナがなかったら仕事はつなが

っているんです。 

 ところが、ここでまず田村大臣にお伺いしたいんですが、微妙に、例えば、具体例ですが、私が相談に乗ってい

るこの大学生の方なんかは、半年間、平均月七回はホテルで働いていました。ただし、一カ月だけ就活のインター

ンに行って、その月だけは月一回なんです。こういう場合はどうなるんですか。 

 ちなみに、この方も学生さんだけれども、本当は三十万とかそれぐらいの額の休業支援金がもらえる可能性が

あるし、下宿代もあって大変困窮されているんです。平均七日働いているんですよ、月に。ところが、一カ月だけ

就活活動でインターンに行っていて、月一回だったらだめなのか。 

 そこで、申請して断られたら、逆にシフトを外されるんじゃないかと。だから、とにかく申請してくださいとは

いかないわけですよ。やはり、みんなびびっちゃっているわけです、シフトの方というのは。事業主と余り対立し

たくないから。 

 ついては、お聞きしたいんですが、ここに原則と入っているんですね、原則月四日以上、これは、今言ったよう

なトータルでおおむね月四日以上であれば、一カ月ぐらい何らかのそういう特段の事情があれば対象になります



よというふうに理解してよろしいでしょうか。いかがですか。 

○田村国務大臣 委員おっしゃられるとおり、今般お示しをした部分は、六カ月以上の間、原則として月四日以

上の勤務がある事実が確認可能な場合ということでありまして、継続して一定の頻度で就労していた、そういう

実績があるということを求めておるわけであります。 

 原則としてと書いてありますので、今言われたみたいに、ずっとそういう四日以上の勤務実績があって、たま

たま一月何か事情があってというようなことがあった場合に関しては、それは当然のごとく、相談をいただけれ

ば、この対象として認めるという部分もあると思いますので、それは、それぞれそういう状況を御相談をいただ

ければありがたいというふうに思います。 

○山井委員 本当に前向きな答弁、ありがとうございます。 

 残念ながら、昨日も、十月の自殺者が去年に比べて四割ふえた、おまけに女性は八割ふえたと。それで、残念な

がら、多くの女性は非正規だから休業手当は出ないんです。失業でもないから失業手当も出ない、無収入なんで

す。その方々の命綱がこの休業支援金なんです。 

 それで、今も一つ答弁いただきましたが、それに関連して、次、八ページを見ていただけますか。 

 東京の有名ホテル。先ほどの学生さんは四年間働いていたわけです。今度の方は、一年半、東京の有名ホテルで

働いておられて、配膳の仕事をされていました。月十五日から二十五日出勤。月四日はクリアですよね。一年半で

すから、半年もクリアですよ。それで、皆さんも御存じの有名ホテルですけれども、コロナで仕事がなくなったわ

けです、宴会が。もらえるのかと思いきや、その二条件目の、コロナがなければ仕事が続いていたと事業主の意向

が確認できないとだめなんだけれども、この方がホテルに聞いてみたら、コロナがなければ配膳を使い続けてい

たんですよねと聞いたら、そうだったかもしれないし、そうでなかったかもしれないと。それで、コロナがなけれ

ば配膳を使っていたかの問いに、労働局はそういう聞き方をしないと思いますとも言われましたと。それで、こ

の方も結局非常につらい思いをされているんです。 

 それで、もしかしたら皆さんは、そうしたら、とにかく申請してみたらいいじゃないのと思われるかもしれま

せん。そうじゃないんです。次の十一ページを見ていただけますか。 

 じゃ、一回軽く申請してみようとなったらどうなったか。申請したことがきっかけで、労働局から、おたくのア

ルバイトの方が申請されましたよと言ったら、事業主に怒られて解雇されちゃった。これはきついですよね。厚

生労働省がいい制度をつくってくださったと期待して申し込んだら、逆に首。これは実話ですよ、実話。実話なん

です、これは残念ながら。 

 だから、私、田村大臣に聞きたいのは、先ほどの、コロナがなければ同様の勤務を続けていた意向が確認できる

というこの記述なんですけれども、さっきも言ったように、店長さんが、いや、そうだったかもしれないし、そう

じゃないかもしれないねと言ったりした場合にも、まあ、言っちゃ悪いけれども、ほとんどコロナが原因に決ま

っているじゃないですか、言っちゃ悪いけれども。これはもう、基本的にはコロナが原因と認める、申請者も同意

して自己都合だったという例外的なケースだけここが当てはまらないという理解でよろしいですね。いかがです

か、田村大臣。 

○田村国務大臣 雇用保険法の特例法でございますので、そういう意味では、雇っているということは、ここは

やはりちゃんと証明しなきゃいけない。これはもういたし方がないことであります。 

 ただ一方で、言われるとおり、コロナであったかというのは、直接的じゃなくて間接的にもコロナであって、そ

れで休業していればこれは対象になるわけでありまして、よく事情をお聞かせをいただいた上で、事業主の方に

申請いただければ、労働局の方から確認をさせていただきまして、今委員が言われたようなことでよくわからな

いということであれば、ちゃんと説明した上で、これは休業手当の支払い義務があろうがなかろうが関係ない話

でございますので、そこもちゃんと説明して、ちゃんと認めていただくように努力を我々もしますし、場合によ

っては、客観的事実がわかれば、それはもう労働局の方で判断をさせていただこうと考えております。 

○山井委員 本当に、この方もやはり六十万円ぐらいなんですよね。十五万円ぐらい、一年間働いていた仕事が

四月からゼロですよ、ゼロ。十五万がゼロ。これで、数十万の休業支援金を申し込んでいるけれども、一回目は却

下された。再申請していいのかということで、今回の新しいリーフレット。 



 それで、聞いてみますと、ホテルの配膳の仕事は女性の方が多いわけですよ。そうしたら、お子さんを抱えた方

とかは、無収入になって子供に御飯が食べさせられない、助けてください、泣いているというんですよ、みんな。 

 そういう意味では、言っちゃ悪いけれども、店長さんや事業主さんの、コロナが理由かわかりませんよみたい

ないいかげんな話で数十万の休業補償が却下されたら、生きていけないんですよ。残念ながら女性の方の自殺が

ふえています。例えば、余り言ってはなんだけれども、シングルマザーの方やひとり暮らしの女性が半年間無収

入だったらどうなりますか。年を越せないんですよ。 

 そういう中で、あと五千億残っているんですね、二次補正が。ぜひ、田村大臣の前向きな答弁を、ＱアンドＡに

ぜひ、私が今、国会で答弁したって誰も知りませんから、これを早急に、今週中にＱアンドＡにしていただいてオ

ープンにしてもらったら、申請者が、この意味はこういう労働者にとって前向きな意味であって、申請したから

といって、だめ、解雇、雇いどめ、シフトを入れないなんていうことにはなりませんよと安心させていただきたい

んです。 

 ぜひとも、今答弁いただいたような、幅広に申請者の立場に立って対象に加えるという趣旨をＱアンドＡで今

週中に出していただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○田村国務大臣 リーフレットをお示ししたわけでありますが、疑義が生じている部分があるとすれば、これは

ＱアンドＡを早急に作成したいというふうに考えます。 

○山井委員 それで、例えば、本当に私も毎晩多くの方の相談に乗っているんですけれども、家賃を滞納したり

子供の教育費がなくて苦しんでいる方からすると、この同様の勤務をコロナがなかったら続けさせていた意向が

確認できるかどうかは本当に大丈夫でしょうかと、このお金が入らなかったら年を越せないと言うわけですよ。 

 そういう中で、じゃ、これはネガティブリストでどういうケースを想定しているのか。つまり、コロナ以外の理

由だったというのは、具体的にこういう理由以外はコロナの理由ですよねということになると思うんです。具体

的に、じゃ、この対象外になるのはどんなケースだというふうに考えておられますか。これは通告もしていて、例

示をしてくださいと聞いているんですよね、だめなケース。 

○田村国務大臣 制度上は、例えば、御本人がみずからの意思で休まれるというものは、これはさすがに対象に

ならないと思います。 

 しかし、先ほど申し上げましたが、直接的であれ間接的であれ、コロナが理由で対象になる場合は、これはもち

ろんこの休業支援金の対象になりますし、もし本当に明確にコロナじゃないというような理由での休業があれば、

それは対象になりませんが、今般のいろいろな状況を考えると、やはり直接的、間接的にコロナの影響が高いと

いうふうに考えられれば、それは、先ほど来申し上げておりますけれども、労働局の方からちゃんと御説明をさ

せていただいて、企業にも御理解をいただきたいというふうに思っております。 

○山井委員 ですから、もうほとんどはこれは認められるというふうに理解してよろしいですよね、コロナが理

由だと言っているのであれば。今言ったように、自己都合の人は申請しませんよ、もとから。 

 それで、実は、実際にあったケースなんですけれども、不支給になった人から、なぜ不支給になったのかわから

ないと言われるんです。 

 例えば、言い方は悪いけれども、ある人間関係が壊れている労使の場合、店長さんが、いや、自己都合でやめた

んですよと言っちゃう危険性がありますよね。そういうふうに申請者の意向と反することを事業主が言った場合

は、事業主はこう言っていますけれども本当ですかという問合せは申請者に必ずしていただけますか。 

○田村国務大臣 今のお話は、要するに、申請者の方から申請が来て、申請者の話を聞いて事業者の方に連絡を

とって、事業者の方が、いやいや、そうじゃありませんという意見のそごが生まれた場合ですか。 

 その場合には、申請者から一回いただいていますから、申請者にもう一度確認をさせていただきたいと考えて

おります。 

○山井委員 実は、残念ながら、今、田村大臣がおっしゃっているように、実際に私が相談に乗っているケース

は、一回も連絡が来ずに却下されたというケースもあるんですね。きのうも、その方はもう寝込んでいられまし

た。だから、そういう意味では、何とか知っていただきたいと思います。 

 例えば、昨日私が相談に乗ったケースは、八ページの試食販売の方は、ずっと、十三万から十五万、働いてい



て、勤続十年ですよ、半年じゃないんですよ、十年働いて、平均月七日から十日、十三万から十五万いっていた。

コロナで試食販売がなくなった。申請した。何と、きのう不支給通知が来たんですよ。不支給。十年働いて、月七

回。 

 ただ、この人は三十一日の決裁なんです、ここを見てもらったら。ということは、三十日にこのリーフレットが

出た、これが三十一日だということであれば、この新しいリーフレットを知らずに、翌日だから、決裁しちゃった

ということでしょうか。もう一回再申請できますか。 

 というのは、十年勤続で月七回働いていたら、普通はオーケーに決まっているじゃないですか。もちろんわか

りませんよ、個別のことは。でも、一般論としていかがですか、三十一日の決裁というのは。 

○田村国務大臣 十分に周知できていなかったとすれば申しわけなかった話でありまして、周知いたしますが、

もう一度御申請をいただければ、もう一回検討させていただきたいというふうに思います。 

○山井委員 ぜひとも今のことをＱアンドＡに書いていただいて、これは今週中に出していただけませんか。も

うみんな生活に困っているんです。これは申請してからも、下手したら一カ月かかりますからね、お金が出るま

で。 

 いかがですか。何とか今週中に、ＱアンドＡというのは。 

○田村国務大臣 なるべく早く出すようにいたしたいと思います。 

○とかしき委員長 既に時間が経過しておりますので、質疑を終了してください。 

○山井委員 最後に一問だけ。一人親家庭への給付金の件ですね。 

 昨日も、子ども貧困議連の会長として出ていただいたと。きょうの朝日新聞にもありますが、一人親、今助けて

ということで、もちろん第三次補正に入れるのは当然だと思うんですが、年内に予備費を使って、八月に出した

一人親の緊急臨時給付金の二回目を何とかお願いできないか。これは年を越せないと思います、このままでは。 

 田村大臣も、貧困議連の会長で、御熱心だと聞いておりますので、何とか、このまま三次補正で、三月、二月ま

で待てないんじゃないかと思うんですが、ぜひともお願いしたいと思いますが、いかがですか。 

○とかしき委員長 答弁は簡潔にお願いします。 

○田村国務大臣 実態をよく把握して、必要に応じて対応してまいりたいと思います。 

○山井委員 以上、終わらせていただきます。ありがとうございます。 


